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1．はじめに～研究の背景と目的
　日本では、少子高齢化による人口減少に伴う国内市場の縮小や大企業を中心とするグローバ
ル化の進展につれて、中小企業の経営環境が大きく変化しつつある。縮小する日本市場にとど
まるか、それともアジア新興国や発展途上国へ事業展開を図るのか、難しい判断に迫られてい
る。こうした現状を踏まえて日本政府は産業構造ビジョンや新成長戦略において、中小企業の
海外事業展開を重要な政策課題として位置づけ、中小企業の海外進出の支援強化に乗り出して
いる。それに伴い大企業だけでなく中小企業においても成長著しいアジア新興国・開発途上国
への事業展開を拡大する傾向が見られる。ヒト・モノ・カネ・情報といった経営資源に限りの
ある中小企業にとっては、様々な課題・リスクを見極めつつ、アジア市場の成長をいかに取り
込むかが大きな命題となっている。
　こうした時代認識を背景として筆者は本稿を含む一連の研究 では、今後における日本の地
域資源や地域文化をベースとした中小企業のアジア地域へのビジネス展開、換言すれば「グロー
カルビジネス」のグローカル化プロセスの規則性・共通性を探索し、中小企業によるグローカ
ルビジネス特有のマネジメント手法の理論的枠組みの確立、加えてビジネス戦略の理論的枠組
みや人材育成のあり方を明らかにすることを目的として取り組んできた。
　本稿は、中小企業による大中華圏への日本発グローカルビジネスの展開と訪日観光客（特に
中華圏）との相関を考察し、日本企業の海外ビジネス展開が地域振興、地域創成にもたらす効
果或いはその有効性を検討するものである。議論の前提となる重要なキーワードは「移動と交
流による活力の創出」である。近年における日本のインバウンドは、「爆買い」に頼る傾向が
あるため、今後は「移動と交流にもっと付加価値をあたえ、ハイエンドのリピーターを確保す
ることが大切」1 であり、そのためには日本の地域資源と文化をベースとする日本発のグロー
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カルビジネス展開と増加する中華圏からの訪日観光客との相関という視点から考えることは極
めて重要であろう。
2．グローカルビジネスと華人の世界
2.1　グローカルビジネスの定義
　グローカルとは、グローバルとローカルの混合語であることはいうまでもない。本研究の研
究対象である「グローカルビジネス」について、奥山雅之氏（2018 年）は、「地域性をビジネ
スの主な要素としながら、グローバル市場をターゲットとする」企業のビジネス展開をグロー
カルビジネスと定義している。ここでいう地域性とは、地域資源、すなわち「特定の地域に存
在する特徴的かつ活用可能な資源であり、自然資源のほか、人的・人文的な資源をも含む広義
の総称である」と指摘されている2。
　昨年来、筆者は香港とシンガポールを訪問し、輸出や海外出店を果たす日本のローカルビジ
ネスが、海外でどのように受け止められているか。また、どのような異質性発揮、同質化を行っ
ているかを目的に日系企業数社を調査している。
　香港では、現地で行われている食をテーマとした国際展示会を視察したほか、現地進出中の
日系企業数社に対する調査を行った。香港は日本の農林水産物・食品の輸出額全体の約 25%
（1,853 億円）を占める最大の輸出先である（右の写真は香港にある海産物店で高額で取引され
ている日本産乾燥なまこ）。香港域内の消費のみならず、中国本土やアジア主要都市へも数時
間以内で行ける地理的な優位性を有し、物流ハブとしての機能を果たしており、今後も香港は
日本の重要な輸出先となりうる。
　2016 年海外から香港への来訪者数は約 5,670 万人と、香港の
人口の 8 倍に達する。したがって香港は、日本にとって輸出重
点市場の 1 つとして、更なる輸出の拡大が期待されている。日
本の食材の輸出と海外出店を行っている日本のローカルビジネ
スが、品質・価格・スピードの面での評価だけに留まらず、日
本の食文化の「進化」（日本のクオリティ＋ローカライズ）によ
る新しい価値の提供が現地で評価され受け止められている。ま
た、繊維産業など一部産業の構造転換、所得格差・消費格差の
拡大や価格競争の激化などを踏まえ、香港の視点から考える中
国・東南アジア向けクールジャパン戦略において「日本を売り
込む」から「日本の地方・地域を売り込む」傾向にある。日本
企業によるアジア・グローバル展開とインバウンドとの相関を考えることの重要性を香港視察
で痛感させられた。
　グローカルビジネスを日本から海外へ、高い評価を受けた海外から日本への双方向で研究す
ることが重要である。このため、グローカルビジネスの研究は、日本企業のアジア展開だけに
注目するのは不十分であり、インバウンド（訪日本外国人観光客）との相関のなかで注視する
必要があると考えられる。とりわけ、香港、シンガポールなど成熟した市場へのグローカルビ
2 奥山雅之（2018）、3 ページ
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ジネスの展開は、「世界の工場」から「世界の市場」へと移行
しつつある、中国の消費サービス市場の開拓という意味でも非
常に重要なポイントとなろう。
　シンガポールでも日系企業数社を調査したが、日系企業が現
地で手掛ける飲食店などは、参入障壁が低い分、競争が激しい。
日本食も成熟市場化しており、差別化（異質化）と一般化（同
質化）という二つの方向性が明確になりつつある。差別化は必
要条件だが、圧倒的な差別化要因となる商品力だけでは難しい
ため、適度な同質化を組み込むことが必要とされる（右の写真
はシンガポールにある日系企業の売り場）。
　奥山雅之氏が 2017 年 11 月に実施した海外進出の日本企業を
対象にしたアンケート調査（対象：新聞 DB より抽出、発送数：320、有効回答数：63）によると、
企業全体の約 8 割近くが海外進出の理由を「海外市場での日本製品に対するニーズが高まって
いる」と答えており、このため、企業の 6 割近くは「日本の地域のブランドを前面に押し出し
ている」、8 割近くは「日本製品であることを前面に押し出している」ことを重点的に取り組
んでいる。また、日本企業は自社製品の品質・デザイン・味・使いやすさ・価格・販路・オリ
ジナリティ・ターゲットとする顧客層・他社との差別化の方法・ブランド・接客サービス・高
級感・品揃え・バリエーションなどの面において「日本での特徴を堅持する」と答え、差異へ
の対応策として取り組んでいる。また、国内事業との相乗効果に関しては、5 割以上の企業は
「多様な視点・ニーズに気付かされた」「新しいアイデアが創造された」と答えている。同調査
は、特定の業界ではなく海外でビジネス展開をしている日本企業全般を対象にしたものではあ
るが、日本の地域資源や地域文化をベースとしたグローカルビジネスの展開は、日本の地域の
ブランドや日本製品の評価を高めるだけでなく、海外の多様なニーズに気付かされ、それが新
たな商品開発につながっていることが伺える。その意味では、調査で訪れた香港やシンガポー
ルでのグローカルビジネスの展開は、増加傾向にある中華圏からのインバウンドとの相関関係
の可能性があり、それによる相乗効果も十分期待できることが予想される。
2.2　華人の世界
　一般的に「華人」とは移住先の国籍を取得した中国系移民とその子孫のこと、「華僑」は移
住先の国籍を取得していない中国系移民とその子孫のことを指す3（華人人口は表 1 参照）。
世界的に影響力と存在感を強めつつある中国、香港や台湾、シンガポールなど華僑・華人が多
い国や地域（大中華圏）が政治、経済（華人企業）、軍事、外交関係のほか文化表象などの諸
局面において関心を集めている。ここでいう大中華圏とは、いうまでもなく中国本土、香港、
マカオ・シンガポール、それに台湾を加えた地域を指すのである。ビジネスの世界において、
華人企業の伝統的な特徴としては、血縁・地縁・業縁による結びつき（「個」と「個」の人脈
の重視）、家族による閉鎖的経営、商業・金融・不動産・サービスなどに偏った事業展開、短
期回収やリスク管理の重視、といったことが挙げられる。一方、久末亮一氏が「華人企業のビ
ジネスモデルは、時代・環境の変化によって変化するものであり、イメージは必ずしもすべて
3 平賀富一（2017）。本稿では特に厳密に使い分けを行う場合を除き、華僑を含めて華人と表記する。
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の華人企業にあてはまるとは限らな
い」4 であると指摘しているように、近
年創業者の高齢化などによる世代交代
の時期に入り、後継者である 2 代目の
若手経営者は、海外留学の経験を持ち、
創業者よりも教育レベルが高く、専門
知識や語学力を含めた国際感覚に富む
ものが多い。また、これまでの「個」
のつながりの華人ネットワークとは違
う「企業」対「企業」を結ぶネットワー
クによって経営の効率化を図り、ハイ
テク産業、インフラ部門への進出、日
本など外国企業との連携強化等グローバルな活動が目立ってきている。
2.3　中国と大中華圏～華人によるネットワーク型のつながり
　寺島実郎氏（2012）は、「中国は、華僑・華人圏の香港、台湾、シンガポールの資本と技術
を取り込みながら、それを成長のエネルギー源にして吸収し、同時にその華僑・華人圏を飛躍
のためのジャンプボードとして巧みに利用している。つまり香港、台湾、シンガポールとのネッ
トワーク型のつながりを深めることで、コンスタントな成長軌道を走っているのである」5 と指
摘するように、中国は経済規模で世界第 2 位の大国の地位を獲得したのは日本や欧米など外資
系企業の投資に加え、とりわけ中華圏の華人企業とのネットワーク型のつながりによってなり
得た側面が非常に強い（大中華圏の基礎データは表 2 参照）。
表 2　大中華圏の基礎データ
人口（万人）面積（k㎥） GDP 総額（10 億USドル）
一人当たりGDP
（US ドル）
在留日本人数
（人）
日本商工会議所
法人会員数
（社）
対日貿易総額
（100万USドル）
中国 139,008 9,600,000 11,218 8,113 124,162 642 347,281 
香港 739 1,106 321 43,497 25,572 651 37,281 
台湾 2,357 36,197 531 22,541 21,054 477 62,724 
シンガポール 561 719.2 310 55,241 36,423 826 31,186
（注）主要基礎データは 2016 年値。在留邦人・法人数：シンガポールは 18 年 4 月、台湾は 17 年 4 月、
中国と香港（マカオを含む）は 17 年 10 月現在、貿易総額は 2017 年値。
（出所）日本貿易振興機構（ジェトロ）
　まず、香港は 1970 年代の中継貿易から繊維など製造業、そして 1990 年代の製造業から金融
センター・物流基地への転換を図る過程のなかで、中国本土（珠江デルタ）への製造業の移転
を進め、近年では上海・深センなどで港湾インフラの発展により、香港の物流基地としての役
割が変質と中国経済との一体化（中国本土・香港経済貿易緊密化協定）のなかで、産業の高度
化、投資・輸出主導から内需主導の経済構造への転換を図る中国政府の政策転換を受けて、香
4 久末亮一（2012 年）
5 寺島実郎（2012）、14 ページ
国地域名
華人・華僑人口（A )
万人
総人口（B）
万人
華人・華僑比率
（A /B）構成比（％）
インドネシア 812 24,543 3.3
1.11697,6157イタ
32169,2876アシーレマ
シンガポール 283 531 53.3
1.1678,8001ムナトベ
4.1512,01141ンピリィフ
1.2460,5601ーマンャミ
4.212651スオラ
8.0684,121アジボンカ
7.9044イネルブ
5.0896,2186本日
（出所）総人口は2012年値、華人華僑人口は中華民国僑務委員会「僑務経済年鑑」（2012年）
表 1　国別華人華僑人口
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港の高度なサービス産業のノウハウや中国企業の対外窓口機能（人民元オフショア・センター
など）への役割を変えるなどして中国経済の発展に寄与してきた。
　一方、台湾企業は 1980 年代の早い段階から中国進出を開始したこともあり、とりわけ日本
企業と共に製造分野において、それぞれが持つ優位性を最大限に発揮した相互補完関係を中国
市場の開拓に大いに活用した6。台湾企業の場合は、台湾人の大半は同一民族（言語・文化・
習慣）、政治・社会変化への柔軟性、中国全土への深い刺さり込みなどが挙げられる、現地の
人脈、人事・労務管理、紛争解決、法制度規制への対応力があり、部品調達、生産、マーケティ
ング、流通、販売、物流販売網を活かした事業展開が行われてきた。一方、日本企業の場合は、
技術研究開発力、品質管理力、グローバルブランド力、世界的信頼性の高さ、組織管理力など
が挙げられ、製品の開発、生産管理、マーケティング、アフターサービスの充実を図り、台湾
企業とのビジネスアライアンスを展開してきた。日本企業と台湾企業のパートナーシップによ
る中国ビジネスの推進が中国戦略の一つの有効な手段であり、台湾から中国・アジアへのゲー
トウェイの存在になりつつある。
　シンガポールに関しては、1970 年後半から労働集約型工業から付加価値の高い製品を作る
資本・技術集約型工業への産業構造の転換を図り、1985 年以降は「アジアの金融センター」「ア
ジアの情報センター」を目指したが、1990 年初期から中国政府と連携しなら先進的な工業団
地の建設などを進め、中国の製造業の発展や先進技術の導入に大きく寄与した。近年は、中国
が進める「一帯一路」広域戦略に関し、シンガポール政府は中国政府と協力を拡大する覚書を
交わし、両国の企業と金融機関が第三国市場のインフラ案件を共同で開発できるようにするな
ど、中国との経済面での結び付きを強めている。
　このように、ネットワーク型でつながる大中華圏を十分認識したうえでの日本発グローカル
ビジネスは、日本からまず香港・シンガポール・台湾へ、次に中国本土・アジアへと展開する
流れと、逆にインバウンドによって大中華圏・アジアから日本へ逆流する「移動と交流」とい
う視点は非常に重要であろう。
3．グローカルビジネスとインバウンドとの相関
3.1　中華圏からの訪日外国人観光客の現状
　日本政府観光局の統計によると、2017 年の訪日外国人観光客数は前年比 19.3％増の 2,869 万
人となり、2018 年度は 8 月現在で既に 2,000 万人を超えている。2017 年は、中国（736 万人）・
香港（223 万人）・台湾（456 万人）・シンガポール（40 万人）など中華圏からの訪日旅行者は
前年比約 14.3％増の 1,456 万人で、訪日外国人旅行者全体約 50.7％を占め、今後も引き続き大
幅に増加する傾向にある。
　安倍首相は、「明日の日本を支える観光ビジョン構想会議」7 で、訪日外国人観光客数を 2020
年に 4,000 万人、2030 年に 6,000 万人とすることを決定。
　具体策として、①現在もビザが必要な中国、フィリピン、ベトナム、インド、ロシアの 5 カ
国の発給条件緩和を加速させる。②全国 200 カ所の文化財を対象に修繕や多言語解説の導入
6 巴特尔（2013）、127 ～ 136 ページ
7 首相官邸「明日の日本を支える観光ビジョン構想会議」（2015 年～ 2018 年度議事録）
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などを支援し、保全重視から観光活用
へ転換を促す。③大型国際会議の誘致
や観光の人材育成なども進める。目標
としては、訪日外国人の旅行消費額を
現在の 3.7 兆円から 2020 年に 8 兆円、
2030 年に 15 兆円を目指すとしている。
　本稿の問題意識との関連で考えた場
合、今後は、訪日外国人観光客のニー
ズが「モノ」から「コト」へ、「大都
市圏」から「地方」への流れをつくる
必要があり、そのための方策が何より
も重要であろうと考えられる。また、
同時に、日本の「コト」と「地方」の
情報発信において、在日外国人或いは
訪日観光客を介して、それぞれの国の言葉で、それぞれの国で良く利用される SNS による情
報発信、とりわけ、これまでの「伝える」情報から「伝わる」情報発信が重要であろう。
3.2　中国人観光客のニーズ
　中国旅遊研究院と携程旅遊集団が公表した『2017 年中国出境旅遊大数拠報告』8 によると、
2017 年の中国から海外への観光客数は 1 億 3,000 万人に達した。そのうち、香港は 4,445 万人（香
港観光発展局）、シンガポール 323 万人（シンガポール観光局）、台湾 273 万人（中国国家旅遊
局）と中華圏域内の移動と交流が急速に進んでいることが伺える。一方、中国人観光客の特徴
としては、団体旅行者は全体の 44％、個人旅行は 42％と数年前に比べ個人旅行者が大幅に増
加している。また、世代別では、中高年（48 歳以上）は全体の 24％、「70 後」（38 ～ 47 歳）
は同 17％、「80 後」（28 ～ 37 歳）は同 31％、「90 後」（18 ～ 27 歳）は同 16％、「00 後」（8 ～
17 歳）は同 12％となっており、とりわけ注目されるのは 1980 年以降に生まれた世代の割合は
全体の約 60％を占めてい
ることである。これらの
世代は高成長を続ける中
国経済と併走しながら成
長した、いわばデジタル
世代にあたり、新しい文
化や事象に敏感で、かつ
消費意欲も旺盛とされて
いる。近年、中国人観光
客による「爆買」が注目
されているが、これらの
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図 1　主要国地域の訪日観光客数の推移（単位：万人）
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（出所）経産省『平成29年度我が国におけるデータ駆動型社会に係る基盤整備（電子商取引に関する市場調査）』
（2018年4月）
図 2　中国人が求めている日本商品（単位：％）
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デジタル世代による越境 EC を介した
日本商品の購入も注目される。
　経産省の報告書9 によると、中国人が
越境 EC で日本から実際に購入した日
本商品および今後購入したい日本商品
をみると、第 1 位が「化粧品（57.2％）」、
第 2 位が「日用 品（35.0％）」、第 3 位
が「 食品（26.8％）」と続く。購入した
い日本商品でも「化粧品（49.8％）」 「日
用品（32.7％）」、第 3 位が「食品（26.9％）」
の順に高い（図 2 参照）。この調査は、地方創生にも関わる日本の各地域の資源（特定地域で
収穫される農林水産物、特定地域で蓄積された伝統的技術、各地の観光資源など）を活用した
商品・サービスの海外展開の実態および成功要因、政策的課題を探ることを目的としているが、
表 3 で示した越境 EC 市場規模の推移を見ると、中国人消費者による日本商品の購入額は増加
の一途を辿っており、そのなかでも上述の若い世代による消費は今後も拡大傾向にあることが
予想されよう。
4．結びに代えて
　これまで、日本発グローカルビジネスとインバウンドの相関について考察してきたが、今後
は、グローカルビジネスを強く意識する経営や人材育成の必要性を検証するために企業向けア
ンケート調査の実施・分析が必要であり、今後の課題としたい。海外展開の有無、商品・サー
ビスの内容、自社製品の国内市場と海外市場の動向、海外戦略に加え、とりわけ、グローカル
ビジネスとインバウンドとの相関の有効性を考察するうえで、海外ビジネスを展開するグロー
カル人材に必要な素養、外国人社員の採用・育成・登用方法に対する調査は必要不可欠であろう。
　また、日本発のグローカルビジネスとインバウンドとの相関を考える際に地域発の情報発信
のあり方も再考する必要があろう。例えば、中国の SNS 事情に関し、中国版 Twitter と言わ
れる Weibo（微博・ウェイボー、）の利用者数は 3.8 億人、チャットアプリの WeChat の利用
者数は中国・海外の利用者数10億人となっており、日本や欧米で一般的良く利用されるSNSは、
情報統制が敷かれている中国では通用しないため、中国版の SNS と急増するその利用者数に
も目を配る必要があろう。それによって日本発の情報を、これまでの「伝える」情報から「伝
わる」情報に変えていかなければならないと考えられる。
　法務省は、外国人留学生の就労拡大に向け、新たな制度を創設するとしている。日本にいる
外国人留学生と世界の日本語学習者数の 9 割以上がアジア出身者であり、訪日外国人観光客の
8 割超は同じくアジア出身者であることを考えると、今後はグローカルビジネスを強く意識す
る経営や人材育成が最重要課題であり、同時にインバウンドとの相関の中で、日本とアジア地
域の双方向の「移動と交流」が双方に活力と発展をもたらさせるような仕組みづくりに向けた
取り組みが求められているといえよう。
9 経産省（2018）
消費国 販売国 2017年 2018年 2019年 2020年 2021年
米国 2,327 2,471 2,595 2,711 2,795
中国 243 258 271 283 292
合計 2,570 2,729 2,866 2,994 3,087
日本 7,128 8,169 9,302 10,549 11,925
中国 4,942 5,664 6,449 7,314 8,268
合計 12,070 13,832 15,751 17,864 20,193
日本 12,978 16,339 20,077 24,178 28,487
米国 14,578 18,354 22,552 27,159 31,999
合計 27,556 34,693 42,629 51,337 60,485
（出所）経産省『平成 29 年度 我が国におけるデータ駆動型社会に係る基盤整備   
（電子商取引に関する市場調査） 』（2018年4月）
日本
米国
中国
表3　各国越境EC 市場規模推計（2017～2021年）単位：億円
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